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上場維持基準の適合に向けた計画に基づく進捗状況について 

 

当社は、2021年12月16日に、「新市場区分の上場維持基準の適合に向けた計画書」を提出し、その内容に

ついて開示しております。 

2022年12月末時点における計画の進捗状況等について、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１．当社の上場維持基準の適合状況の推移及び計画期間 

 当社の2022年 12月末時点におけるプライム市場の上場維持基準への適合状況は、以下のとおり、「１日

平均売買代金」について基準を充たしておりません。また「流通株式時価総額」に関する東京証券取引

所による適合状況の判断に係る基準日は 3 月末ですが、当社が試算した 12 月末時点での状況では基準

を充たしておりません。2023 年３月末の基準日における「流通株式時価総額」の適合状況は、明らかに

なり次第改めてお知らせいたします。 

当社は、下表のとおり、「１日平均売買代金」については 2026 年 12 月末、「流通株式時価総額」につい

ては2027年３月末までに、それぞれの上場維持基準を充たすため、各種取り組みを進めてまいります。 

 

 
流通株式数 

（単位） 

流通株式 

時価総額 

（億円） 

流通株式 

比率 

（％） 

１日平均 

売買代金 

（億円） 

当社の 

適合状況 

及び推移 

2021年６月末時点 

（移行基準日時点）※１ 

126,407単位 

適合 

82.5億円 

不適合 

63.2％ 

適合 

0.07億円 

不適合 

2022年 12月末時点 

※２ 

126,545単位 

適合 

73.1億円 

不適合 

63.2％ 

適合 

0.11億円 

不適合 

プライム市場 上場維持基準 20,000単位 100億円 35％ 0.2億円 

当初の計画に記載した計画期間 ― 
2027年 

３月末 
― 

2026年 

12月末 

※３ 

※１ 2021 年６月末時点の適合状況は、東京証券取引所が基準日時点で把握している当社の株券等の分布状況

等をもとに算出を行ったものです。 

※２ 2022 年 12 月末時点の適合状況のうち、１日平均売買代金は東京証券取引所が基準日時点で把握している



 
 

 
 

売買代金です。その他の項目は、2022 年９月末日時点の株券等の分布状況をもとに当社が試算したものです。

流通株式時価総額は流通株式数に2022 年 10月～2022 年 12月の日々の株価最終価格の平均値578 円を乗じて

算出しております。 

※３ 「一日平均売買代金」に係る上場維持基準は、毎年の 12 月末日以前１年間における上場株券等の日次平

均売買代金が対象であるため、計画期間を2027年３月末から変更しております。 

 

２．上場維持基準の適合に向けた取り組みの実施状況及び評価、今後の課題・取組内容 

 当社は、中長期的な企業価値の向上を中心としたあらゆる施策を適切に講じ、プライム市場の上場維持

基準への安定的な適合を目指すことを取り組みの基本方針としております。 

 また当社は、上場維持基準不適合となっている「流通株式時価総額」「１日平均売買代金」のいずれにつ

いても、「企業価値の向上」「IR 活動の強化」「株主還元の充実」「流通株式数の増加」が課題となると考

え、以下の取り組みを行っております。 

 

（１）企業価値の向上について 

企業価値向上に関しては、2026 年度における連結売上高 200 億円、同営業利益 25 億円をターゲット

に置き、そこに至るフェーズ１として、2021 年度から 2023 年度までの３か年にわたる中期経営計画

（2021-2023年度）を2021年６月に公表いたしました（2021年３月期決算説明資料参照）。 

当該中期経営計画では、ますます変化の激しくなる外部環境等を前提に、「筋肉質な企業体質への転

換」「中長期の成長基盤の構築」をコンセプトに据え、①生産性向上・業務効率化、②次世代自動車へ

の対応・拡販、③新成長エンジンの創出、④海外事業の強化の４項目を大きな柱とする施策を実施し

ております。 

生産性向上・業務効率化については、生産現場での効率化によって生じた生産余力を活用して外注品

の内製化を実施する等、中期経営計画に沿ったコストダウンを進めております。また、次世代自動車

分野に関しては重点拡販分野を定め、量産体制の確立や新たな合金の開発、市場投入を進めた結果、

車載用二次電池やモーターコア、マグネット向けの金型及び金型素材の売上拡大につながりました。

新成長エンジンの創出に関しては、超硬合金の主原料であるタングステンやコバルトの使用量を大幅

に削減した新しい合金（サステロイ）等の開発に成功しております。海外事業に関しては、タイの製

造販売子会社を中心に売上を拡大しており、中国市場においても新たな拠点設置準備が進んでおりま

す。 

今後につきましては、引き続き生産性向上によるコストダウンに取り組むとともに、次世代自動車分

野における更なる拡販や、中国新拠点の開設等による海外売上高の拡大を着実に進めてまいります。

また中長期の成長基盤構築のため、スピード感のある新製品の開発に努めるとともに、新規事業の探

索活動についても取り組んでまいります。 

 

（２）IR活動の強化について 

  IR 活動の強化については、機関投資家、個人投資家向けの説明会を継続的に開催するとともに、潜在

株主アンケートの実施や、各種メディアや株主通信、ホームページを通じた積極的な情報発信に努め

ました。また、英文開示への対応やサステナビリティ基本方針の開示についても準備を進めておりま

す。 

 

（３）株主還元の充実 

  当社は、利益の状況、将来の事業展開等を総合的に判断して適切な利益配分を行うことを基本方針と

しております。配当に関しては、財政状態及び経営成績を勘案した上で、連結ベースでの配当性向

50％を目処に安定的に実施してまいります。2023 年３月期の配当予想につきましては、固定資産の

譲渡に伴う特別利益の計上を加味し、当初計画より増配を予定しております。 

 



 
 

 
 

（４）流通株式数の増加 

  流通株式数の増加に関しましては、当社株式を保有して頂いている大口株主様を中心に、当社の課題

や今後の取組みについてご理解頂くため、コミュニケーションを重ねて参りました。 

今後につきましても引き続き、株主様との積極的な対話を通じ、売却ニーズの把握も含めた株式保有

の在り方につき、相互理解を深めることによって、その実現に取り組んでまいります。 

以  上 


